
秘 密 保 持 契 約 書

○○株式会社（以下、甲という）と一般社団法人　日本産業・医療ガス協会（以下、乙という）とは、甲による高圧ガス容器管理のためのＲＦタグに付随する技術（情報の読取りおよび書込み等を行う技術を含む）の開発（以下、本開発という）を目的として、乙が自己の保有する秘密情報を甲に開示・提供するにあたり、次のとおり秘密保持契約を締結する。
第１条（秘密情報の特定）
本契約における秘密情報とは、本開発の存在・内容および甲が乙から本開発を達成するために提供を受け、または本開発を遂行する上で知り得た乙および乙の会員企業の一切の技術的、営業的な情報であって、書類（ファクシミリを含む）、物品（乙が開発した高圧ガス容器管理のためのＲＦタグに含まれている鍵を処理するために必要なソフトウェア一切を含む）、電磁的記録（電子メール、フロッピーディスク等）、口頭（電話等での通信を含む）、視覚的手段、その他有形・無形の開示手段の如何を問わず、乙が開示・提供の際に甲に対して秘密情報であることを表示または言明する情報をいう。口頭で言明したものについては、言明から１０日間以内に、言明した内容を書面にて甲に通知した場合に限る。
ただし、次の各号の一に該当する情報は秘密情報に含まれないものとする。
(1)乙から開示・提供された時点で既に公知であった情報。
(2)乙から開示・提供される以前に、既に甲自らが所有し、それが立証できる情報。
(3)乙から開示・提供された後に、甲の責に帰さない事由により公知となった情報。
(4)正当な権限を有する第三者から、甲が秘密保持義務を負わないで、取得した情報。
(5)法律、政令またはその他の法令もしくは裁判所の命令により、開示・提供する必要が生じた情報。但し、甲は開示・提供する前に乙に対してその旨を書面で通知し、乙の意見を尊重しなければならない。また、甲は当該法律または命令に従い必要最小限でその開示・提供を行うものとし、開示先から第三者への更なる開示・提供を防止するための適切な措置を講じるものとする。
第2条（秘密保持義務）

甲は、乙から開示・提供を受けた秘密情報について、その秘密保持ならびに漏洩防止を図るため以下の各号を遵守する。
(1)本開発以外の目的のために秘密情報を使用してはならない。

(2)秘密情報の秘密を保持し、事前に乙の書面による承諾を得ることなしに、第三者に開示・提供又は漏洩してはならない。
(3)事前に乙の書面による承諾を得ることなしに、秘密情報の一部または全部を無断で複製または複写してはならない。ただし、本開発に必要な範囲内の複製または複写はこの限りではない。なお、複製物または複写物においても秘密情報として取扱う。
(4)秘密情報を善良なる管理者の注意をもって管理し、かつ他の情報と区別し、その保管場所および保管方法を定め厳重に保管するものとする。
(5)甲の全ての役員および従業員（派遣社員・契約社員・臨時雇用社員等を含む）に、甲が本契約上負う義務と同等の義務を課すとともに、その行為について連帯して責任を負うものとする。
第3条（第三者への秘密保持義務）
甲は、前条に基づき、乙の承諾を得て第三者（甲の子会社も含む）に秘密情報を開示・提供する場合には、当該第三者に対して本契約に規定する甲が負うべき義務と同等またはそれ以上の秘密保持義務を負わせるものとし、かつ当該第三者が開示・提供を受け、取得した当該秘密情報を他の者に無断で開示・提供又は漏洩した場合には、当該第三者と連帯して責任を負うものとする。
第4条（情報の返還）
甲は、本契約期間中に乙から書面により請求があった場合、または本契約が終了あるいは本開発が終了した場合、秘密情報の全部又は当該返還請求部分の全部を甲の費用負担により乙に対して返還するものとする。また乙より特段の請求があったときには原形をとどめないように廃棄または電磁的記録においては消去しなければならない。
第5条（知的財産権）

１．甲は、本契約による乙の秘密情報の開示・提供が甲に対して乙の知的財産権を譲渡しまたは実施権を許諾するものではないことを確認する。
２．甲は、秘密情報に基づき、発明、考案、意匠、著作物および回路配置の創作等（以下、発明等という）を行なった場合は、直ちにその旨を乙に書面にて通知するものとする。
３．前項の発明等および発明等に基づく特許権、実用新案権、意匠権、著作権および回路配置　　利用権等の知的財産権の帰属および取扱については、甲乙協議して決定するものとする。
第６条（権利義務譲渡等の禁止）
　　甲は、乙の書面による承諾なしに、本契約上の権利および義務の全部または一部を第三者に譲渡し、担保に供し、または承継させてはならない。

第７条（損害賠償）
甲は、甲の責に帰すべき事由により万一秘密情報が漏洩し、これにより乙が損害を被った場合は、乙に対し一切の賠償の責を負うとともに、甲の責任と費用負担により、秘密情報の漏洩を最小限に止めるように善後措置に最善を尽くさなければならない。
第８条（有効期間）
１．本契約の有効期間は、本契約締結の日より３年間とする。ただし、有効期間終了日の３ヶ月前までに甲乙協議し、本契約の有効期間を延長することができる。
２．前項の規定にかかわらず、第２条、第３条、第５条、第７条および第１０条の規定は、本契約終了後も存続する。
第９条（協議事項）
本契約に定めのない事項または本契約の各条項の解釈について疑義が生じた場合には、その都度甲乙誠意をもって協議のうえ解決するものとする。
第１０条（合意管轄）
本契約に関して生じた紛争については、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
本契約締結の証として、本書２通を作成し、甲および乙は、それぞれ記名押印のうえ各自その１通を保有する。
　平成　　年　　月　　　日
　　　　　　　　　　　　　　　東京都千代田区○○町５－４
　　　　　　　　　　　　甲：　　○○株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役社長　　苗　字　　名　前　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　東京都港区芝大門２丁目８番１３号
サクセス芝大門ビル４階
　　　　　　　　　　　　乙：　　一般社団法人　日本産業・医療ガス協会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
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